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NAVIGATION & SOLUTION

生成AIと切り拓く日本の雇用と
就業構造の未来
生産性・雇用・キャリアの新たな地平

C O N T E N T S
Ⅰ　生成AIの雇用へのインパクトとリスク
Ⅱ　経済成長・雇用の観点から見た日本の構造的課題と生成AIがもたらす構造変化
Ⅲ　日本の成長と雇用維持に向けた戦略的方向性：論理的方策と現状のギャップ
Ⅳ　ギャップを埋めるための施策と政策：企業と政府および個人の役割
Ⅴ　終わりに

1	 生成AIは短期的には雇用に混乱をもたらすが、長期的には生産性向上や新産業
創出を通じて雇用増加が期待される。

2	 日本は低生産性・低投資・人口減少という構造的課題を抱え、2040年には深刻な
労働供給不足が予測されているものの、AI／フィジカルAI（ロボット）はこれ
を緩和・解消するポテンシャルを有している。

3	 その実現に向けて企業は生成AIを「効率化ツール」から「ビジネス変革エンジ
ン」へと位置づけ直し、全社的な事業ポートフォリオ再編や人材育成を強化する
必要がある。広くAI／フィジカルAI導入・活用を推進すること自体が、それを
担う新サービス・事業や人材の育成を前提とすることにも着目すべきである。

4	 政府・企業・個人が協調し、リスキリングやセーフティネット整備を進め、AI
時代の持続的な企業の変革と個人のキャリア形成を実現することが重要である。

石上圭太郎

要  約
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Ⅰ	生成AIの雇用への
	 インパクトとリスク

1	 主要国際機関などの予測比較
生成AIの雇用へのインパクトについて、

世界経済フォーラム（WEF）や、ゴールド

マン・サックス、マッキンゼー・グローバ
ル・インスティテュートといった主要国際機
関・シンクタンクなどによる予測は、おおむ
ね「生成AIによる自動化は短期的には混乱
を招くが、長期的には生産性向上・新産業・
職種創造を通じて雇用の純増をもたらす」と

表1　生成AIなどの雇用インパクトに関する主要国際機関などの予測例

機関 レポート／年 主要な定量的予測 主要メカニズム 留意点

世界経済フォーラム
（WEF）

Future of Jobs Report 
2025注1  

AIと情報処理技術のトレン
ドによって1,100万人分の
雇用が新たに創出、同時に
900万人分の雇用が失われ
ると見込まれる

デジタルアクセスの拡大
は、最も変革的な動きにな
ると見込まれており、雇用
主の60％が、2030年まで
に自社ビジネスを変革する
要因になると予想している

2025～ 2030年の間に、労
働者の現在のスキルセット
の約 5分の 2（39％）が変
容するか、時代遅れになる
と見込まれる

国際通貨基金（IMF） Gen-AI：Artificial In-
telligence and the Fu-
ture of Work 2024注2

世界の雇用の約40％（先進
国では約60％）が何らかの
形でAIの影響を受けると試
算

潜在的なAIとの補完関係を
測る新しい指標によれば、
約半分はAIによって悪影響
を受ける可能性がある一方
で、残りはAIの統合を通じ
て生産性の向上の恩恵を受
ける可能性を示唆

AIは所得と富の不平等に影
響を与えるだろう

経済協力開発機構
（OECD）

Employment Outlook 
2023注3  

AI含むすべての全自動化技
術を含めた試算として、
27％の仕事が自動化リスク
の高い職業に存在

AIは自動化できる業務の範
囲を、単なるルーティン的・
非認知的な業務を超えて大
きく拡大しており、ほぼす
べての産業や職業に影響を
及ぼす

AI の開発と導入に伴い、
新たなスキルが必要とな
り、既存のスキルも変化し
たり陳腐化したりするよう
になる。低技能労働者だけ
でなく高技能労働者にも研
修が必要

マッキンゼー・グローバ
ル・インスティテュート

A new future of work 
2024注4  

生成AIの加速により2030
年までに現在の労働時間の
最大30％が自動化され得る

生成AIなしでも約20％の自
動化は可能と示唆されてい
一方、生成AIはそれを大き
く加速させる

「より緩やかなシナリオ」
で欧州では、必要な職種転
換は現在の雇用の4.6％、
米国では7.5％に相当する
可能性

ゴールドマン・サックス The Potentially Large 
Effects of Arti�cial In-
telligence on Eco-
nomic Growth 2023注5

現在の米国の雇用の 7％が
AIによって代替され、63％
がAIによって補完され、
30％は影響を受けないとい
うベースライン想定

直接的な人件費削減、職を
失わなかった労働者の生産
性向上、職を失った労働者
が新たな職に再就職するこ
とによる構成変化により、
労働生産性の押し上げ効果
が発生する

─

PwC PwC 2025 Global AI 
Jobs Barometer注6  

AIは生産性成長を 4倍に高
めることや、賃金に56％プ
レミアムをもたらすことと
関連している一方で、最も
自動化しやすい職種におい
てさえ、雇用はなお増加

AIは専門性を増幅し、かつ
民主化することで、従業員
が自らの影響力を何倍にも
高め、より高次の責任に集
中できるようにしている

AIの急速な進歩は、産業構
造を変えているだけでな
く、労働力そのものと求め
られるスキルのあり方を根
本的に変えつつある
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御含む）の導入が期待されている。たとえ
ば、物流では倉庫内ピッキングや仕分けロボ
ット、介護では見守りセンサーや移乗支援ロ
ボット、小売・サービスではセルフレジやサ
ービスロボットなどがすでに実用段階に入っ
てきている。2040年頃までには、現場作業の
一定部分がロボットに代替され、人間の役割
は監督や例外対応にシフトしていくのではな
いかといった見方もある。

3	 生成AIによる雇用への
	 インパクトの日米比較

生成AIの雇用への影響は、現在のところ
各国の労働市場の状況によって様相が異なっ
ている。米国では、「2022年以降、AIの影響
を最も受けやすい職種（カスタマーサービ
ス、会計、ソフトウエア開発など）におい
て、22〜25歳の労働者の雇用が、ほかの層に
比べて13％減少」注9や、テック業界を中心に
多くの企業が競い合うようにAIを導入し、
中間管理職を削減しており、グレート・フラ
ットニング（経営および組織構造の平坦化）
が進んでいる注10との報道もある。

いう見解となっている（表 1 ）。一方で、そ
の実現にはスキルギャップへの対処や労働者
の円滑な職業移行支援が必要であり、政策介
入も重要との指摘もある。

2	 フィジカルAI（ロボット）の
	 浸透とインパクト

生成AIによる知的労働の変革と並行して、
物理世界でのフィジカルAI（ロボット）も
省人化・自動化で生産性・雇用に影響を与え
ている（表 2 ）。特に中国ではすでにフィジ
カルAI（中国ではEmbodied AIといわれる）
が工場での省人化と生産性向上に成果を出し
始めている。中国はロボット密度（製造業従
業員数当たりのロボット数）で、2023年に日
本を抜き世界 3 位となったが、さらにロボ
ットとAIの統合に踏み込んでおり、中国企
業のデータ分析に基づいたいくつかの研究で
は、AI技術（非生成AI含む）の導入は製造
業の生産効率を大きく向上させていると報告
されている注7、8。

日本でも、物流、医療・介護、小売・サー
ビスなどの分野で多様なロボット（非AI制

表2　中国のAIを活用した自動化工場事例

会社 コンセプト 実装アプローチ

フォックスコン ライトオフファクトリー

完全自動化生産プロセスに、機械学習やAIを搭載した設備の自動最適化
システム、自律的メンテナンスシステム、リアルタイム生産監視システ
ムの使用により、無人でコントロールされており、照明がオフになって
いる

宝山鋼鉄 ダークファクトリー
AI、IoTなどの技術を使用して生産材料の情報追跡、場所特定、産業ロボッ
トによる作業オペレーション、作業最適化を自動的に実施することで、
無人化運営を実現

出所）唐徳権「世界最先端『ライトハウス工場』に中国企業が多い理由」ソフトバンクビジネスブログ（2021/ 7 / 1）より作成
 https://www.softbank.jp/business/content/blog/202107/lighthouse-china
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Ⅱ	経済成長・雇用の観点から見た
	 日本の構造的課題と
	 生成AIがもたらす構造変化

1	 日本の構造的課題：
	 低生産性・低投資・人口減少

日本が持続的経済成長と雇用創出を実現す
るうえで 3 つの構造的課題が指摘できる。経
済学で一般的に用いられるソロー型成長会計
では、「資本」と「労働」を生産要素とした
場合、経済成長率は下式のように表現され、

「生産性向上」「機械・設備・ソフトなどの投
入増加」「労働投入増加」が経済成長のカギ
となる。

GDP成長率 ≈ �TFP成長率＋α×資本成長率 
＋β×労働投入成長率

•	TFP（全要素生産性）＝「技術・制度・
やり方」の総合的な効率

•	資本＝機械・設備・ソフトなど

•	労働投入＝就業者×労働時間

（1）	 低生産性：低い労働生産性
日本経済の長期停滞要因の一つは労働生産

性の低さである。経済協力開発機構（OECD）
の分析では、日本の労働生産性はOECD平均
の80％、米国の58％にとどまっており（図 1 ）、
その背景には日本企業の業務プロセスの非効
率性やデジタル化の遅れといった構造的要因
があると考えられている。前述したソロー型
成長会計では、労働生産性の成長率は、TFP
成長率と、資本装備率成長率×資本所得分配
率（資本シェア）に分解できるため、労働生
産性向上にはTFP向上、資本装備率向上、
資本シェア（GDPのうち資本の持ち主に分配
されている取り分の割合）向上が貢献する。

一方で、日本では直近では明確な生成AI
の影響は限定的であるが、将来的リスクへの
懸念が発生している。特にオフィスワーカー
業務（事務・管理・バックオフィス系など）
の生成AIによる代替可能性が注目され、「自
分の仕事の多くがAIで置き換え可能では」
という不安が生じている。クロスワークの調
査注11ではオフィス職の約 7 割が「条件次第
で現場職に転向してもよい」と回答してい
る。しかも、自分の仕事がAIに代替される
と認識する人ほどその傾向が強い。日本でも
ホワイトカラーからの人材シフトの可能性が
出てきているのかもしれない。日本では米国
よりも労働不足が深刻かつ継続しているた
め、AIによる業務代替リスクへの懸念と、
AI活用による労働力不足解消への期待が併
存する状況となっている。

経営陣・リーダーの役割については、オー
プンAIのサム・アルトマンCEOが、「オープ
ンAIが『AI CEO』によって運営される最初
の大企業でなければ、私としては恥ずべきこ
とだ」注12と語った事例はあるものの、米国
の研究では生成AIは、複雑なシナリオのモ
デリングやデータを駆使した分析において、

「人間のリーダーが戦略的判断、共感、倫理
的意思決定といった、人間が優位性を持つ領
域に集中できるようにする」注13ものであり、

「人間を相手にする市場において、AIがCEO
の責任すべてを担うことはできない。その代
わりに、戦略立案プロセスを大幅に改善し、
高くつくミスを防ぐのに役立つ」とされてお
り、経営トップはAIに代替されず人間が担
い、AIは「共同パイロット」として経営判
断を補佐する役割にとどまるという見解が少
なくない。
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固定資産への投資額）を増加させている（図
2 ）のに対し、日本では微減傾向にある。特
にTFP向上にも寄与するAI投資を見ると、
民間投資額では日本は米国や中国と比較し
て、桁違いに少ないというのがこの10年程度
の状況となっている（図 3 ）。

（3）	 人口減少：生産年齢人口の
	 減少と少子高齢化

日本では、世界でも類を見ないスピードで
人口減少と高齢化が進んでいる。図 4 のとお
り、生産年齢人口（国内の生産活動の中心を
担うとされる15〜64歳の人口を指す）は1995
年のピークからすでに1400万人以上減少し、
今後も年率1.1％減少と予測されており、労
働投入の内生的成長は期待できない。加え
て、需要側から見た場合でも、2040年までに

（2）	 低投資：資本投資／AI投資の伸び悩み
米国と中国が総固定資本形成額（国全体の

図2　総固定資本形成の推移（Current US$）
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出所）WORLD BANK GROUP「Gross �xed capital formation（％ of GDP）」より作成
 https://data.worldbank.org/indicator/NE.GDI.FTOT.ZS

図1　労働生産性（2023年）（労働時間当たりGDP）
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出所）OECD「OECD Compendium of Productivity Indicators 2025」より作成
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図3　国別のAIへの民間投資（2013 ～ 2024年累計）
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出所）スタンフォード大学 Human-Centered Arti�cial Intelligence「Arti�cial Intelligence Index Report 2025」より作成
 https://hai.stanford.edu/assets/�les/hai_ai_index_report_2025.pdf

図4　年齢層別の日本の人口の推移および予測（CAGRは2025 ～ 2040年）
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制約社会がやってくる」の中で、労働需給シ
ミュレーションモデルの構築により、2040年
に1100万人の供給不足を予想している。特に
高齢化に着目して、「社会において高齢人口
の割合が高まるということは、必要な労働力
の需要と供給のバランスが崩れ、慢性的な労
働力不足に直面する」として、表 3 に示され
るようなエッセンシャルサービス（生活維持
サービス）における人手不足を懸念してい
る。なお、同報告書では、「このシナリオは

『ほとんど成長しない日本』を前提」として
いて、「経済成長する場合にはより多くの労
働需要が生じる」ことを留意点としている。

（2）	 経済産業省「2040年の産業構造・
	 就業構造の推計」2025

経済産業省は、2040年の就業構造について
「少子高齢化による人口減少に伴って労働供
給は減少するものの、AI・ロボットの活用

人口が1000万人減少することが見込まれ、国
内需要にも成長制約がある。

以上より、「低生産性：低い労働生産性」
「低投資：資本投資／AI投資の伸び悩み」「人
口減少：生産年齢人口の減少と少子高齢化」
が日本の経済・雇用の基盤の弱点となってお
り、構造的な打開策が必要である。

2	 2040年の日本の
	 労働市場シナリオ：
	 労働供給制約の顕在化

人口減少・少子高齢化と関連していくつか
の将来の労働需給ギャップに関するシナリオ
が提示されている。

（1）	 リクルートワークス研究所
	 「未来予測2040」注14

リクルートワークス研究所は、2023年に取
りまとめた報告書「未来予測2040 労働供給

表3　職種別労働需給シミュレーション

職種 2040年の労働供給不足 2040年の労働需要に対する不足率

輸送・機械運転・運転（ドライバー） 99.8万人 24.2%

建設 65.7万人 22.0%

生産工程 112.4万人 13.3%

商品販売 108.9万人 24.8%

介護サービス 58.0万人 25.3%

接客給仕・飲食物調理 56.6万人 15.1%

保健医療専門職 81.6万人 17.5%

事務、技術者、専門職 156.6万人 6.8%

合計 739.6万人 ─

出所）リクルートワークス研究所「未来予測2040 労働供給制約社会がやってくる」より作成
 https://www.works-i.com/research/report/forecast2040.html
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3	 汎用目的技術（GPT：General 
	 Purpose Technology）としての
	 生成AIがもたらす構造変化

生成AIは雇用インパクトのみならず、日
本の構造的課題解決の糸口となり得る。その
効果は経済成長と雇用の観点からは以下の 5
つの視点で整理できる（図 6 ）。

Ⓐ拡張
生成AIは人間の能力を拡張し生産性を高

める。
エリック・ブリニョルフソンらが、カスタ

マーサービス担当者に対して会話型の支援を
行うAIツールについて検証したところ、担
当者の生産性は一時間当たりに解決できる顧
客対応件数で測った場合、15％向上する結果
となった。この効果は経験の浅い、あるいは
スキルの低いカスタマーサポート担当者によ

促進や、リスキリングなどによる労働の質の
向上により大きな不足は生じない（約200万
人分の不足をカバー）。今後、シナリオ実現
に向けた政策対応が必要」と推計・総括して
いるが、その一方で「現在の人材供給のトレ
ンドが続いた場合、職種間、学歴間によって
ミスマッチが発生するリスクがあり、戦略的
な人材育成や円滑な労働移動の推進が必要と
なる」ことも指摘している。

両調査は、2040年の労働需要の前提条件に
違いがあることから、労働力不足量の数値自
体は異なるものの、どちらのシナリオでも経
産省定義の「エッセンシャルサービス業（観
光〈飲食・宿泊業〉、小売・卸売、医療・介
護、運輸、建設等）」での人手不足が見込ま
れる。加えて、図 5 のとおり、トレンドで労
働供給の縮小が見込まれる「生産工程」職で
両調査ともに労働力不足が発生する。

図5　大きな労働力不足が発生する職種と大きな余剰が発生する職種

※ AI・ロボット等の活用を担う人材は除く

2021年から2040年に労働供給が大きく減る職種
（トレンド）

2040年に大きな労働力不足が発生する職種
（トレンド）

2040年に大きな余剰が発生する職種
（トレンド）

AI／DXのための
労働需要増

AI／DXによる
労働需要減

● 生産工程： ▲302万人
● 運搬・清掃・包装等： ▲247万人
● サービス： ▲156万人
● 運輸・機械運転： ▲  75万人

● AI・ロボット等の活用を担う人材： ▲362万人
● 生産工程： ▲281万人
● 運搬・清掃・包装等：  ▲146万人
● 専門的・技術的職業※ ▲  49万人
● 運輸・機械運転：  ▲  24万人

● 事務： ＋214万人
● 管理的職業： ＋  51万人
● 販売：  ＋  51万人
● サービス： ＋  10万人

AI導入／DX

出所）経済産業省「2040年の産業構造・就業構造の推計」（2025/ 5）より作成
 https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/atarashii_sihonsyugi/kaigi/dai34/shiryou14.pdf
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範な導入後の10年間において、米国の労働生
産性の年間成長率をおよそ1.5％ポイント弱
押し上げる可能性を指摘している。また、最
終的にAIが世界の年間GDPを 7 ％押し上げ
る可能性があると見積もっている注18。
Ⓔ再編と分配
生成AIは雇用構造再編と成果分配変化を

もたらす。
OECDによると、「企業による人工知能（AI）

の導入は、労働者の仕事の進め方や、仕事の
編成を変革する。このタスクの再編成によ
り、求められるスキルの需要も変化していく
ことになる」注19。このため、生成AIについ
て「拡大する不平等や失業、さらには市場の
集中度の高まりといった、さらなる好ましく
ない影響に対処するためには、一連の政策も
必要」注20としており、再配分政策、教育や
職業訓練などを例に挙げている。

4	 生成AI活用による
	 日本の構造的課題解決の可能性

生成AIは、「拡張」「自動化・代替」「創

り大きく表れた注15、と報告している。
Ⓑ自動化・代替
生成AIは人間の業務を直接代替し得る。
国際通貨基金（IMF）のクリスタリナ・ゲ

オルギエバ専務理事は、人工知能（AI）は
世界の労働市場に「津波のように」押し寄せ
ていると述べた。今後 2 年間で先進国の職業
の60％、世界全体の職業の40％がAIの影響
を受ける可能性が高いと述べた注16と表現し
ている。
Ⓒ創出
生成AI（などの技術革新）は新たな産業

や職種を創造する。
世界銀行は、「AIとデジタル・プラットフ

ォームの両方により、新たなタスク（たとえ
ば、AIプロンプトエンジニアやクラウドエ
ンジニアなど）が生み出される可能性があ
る」としている注17。
Ⓓ成長
生成AIは生産性向上の効果としてマクロ

経済を成長させる。
ゴールドマン・サックスは、生成AIの広

図6　生成AIが社会・経済に与えるインパクト

Ⓐ 拡張
個人の生産性を底上げ

Ⓑ 自動化・代替
人間タスクの置換と補完

Ⓔ 再編と分配
企業組織・技能

ポートフォリオの再設計

格差リスク

Ⓓ 成長
マクロの経済・生産性

押し上げ

Ⓒ 創出
新職務・新製品・新産業創出
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Ⅲ	日本の成長と雇用維持に向けた
	 戦略的方向性：論理的方策と
	 現状のギャップ

1	 論理的に導かれる方策案
前章までの分析を踏まえると、日本の成長

と雇用維持に向けた論理的な方策案は図 8 の
ようにシンプルに描くことができる。すなわ
ち、生成AI・ロボットの普及などにより余
剰が生じる職種・産業から人手不足に陥る職
種・産業（AI・ロボット活用人材含む）へ
の計画的な人材シフトである。

AI・ロボット活用には設備投資や人的投
資が必要であり、企業・政府ともに関連投資
を拡大させる。結果として資本ストックが増
加し、さらに生産力を高める。結果、広範な
領域でAI・ロボット活用が進展し、マクロ
の生産性が向上し、経済成長率が押し上げら
れる。

出」効果を通じて、日本の構造的課題を緩
和・解消するポテンシャルを有していると考
えられる（図 7 ）。

たとえば、「拡張」においては人間と生成
AIが協業することで生産性が上がり、人間
のタスク内容そのものが変わる可能性があ
り、職種の定義すら変わる可能性がある。

「自動化・代替」においても、フィジカルAI
が人間のタスクを代替するのであれば、その
フィジカルAIを監視・調整・アップデート・
拡張する職種およびサービスが新たに必要と
なる。中国ではすでに工場向けに生成AIを
組み込んだプラットフォーム注21を提供する
企業も現れている。

このように、日本が構造的課題の解決を実
現するためには、生成AIおよび関連サービ
スを提供するための多様な職種や新産業を創
出することも必要となってくる。

図7　日本の構造的課題と生成AIがもたらす構造変化

Ⓐ 拡張
個人の生産性を底上げ

汎用目的技術（GPT： General 
Purpose Technology）としての
生成AIがもたらす構造変化

Ⓒ 創出
新職務・新製品・新産業創出

経済成長・雇用の
観点から見た

日本の構造的課題

Ⓓ 成長
マクロの経済・生産性

押し上げ

Ⓑ 自動化・代替
人間タスクの置換と補完

①低い生産性

②低水準の
資本投資／ AI投資

③人口減少と少子高齢化
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（AI／フィジカルAIが得意なタスクの人間か
らの移管）が発生し、企業の人材構成も変化
する。

一方で、AIに対して適切な問いを立て、
AIのアウトプットを評価するタスクは人間
側に残り、AIの活用を効率的かつ円滑に進
めるために必要な新職種も生まれるだろう。
将来に向けて企業等組織への生成AI導入時
には、長期的な視野で生成AI活用を前提と
した業務プロセスや組織構造なども考えてい
くことが必要となる。また、AIの進化は速
いため、次々に発生するAI倫理対応・リス
ク管理のためのガバナンス体制も必要とな
る。

3	 現状の企業の生成AI導入プロセス
	 とのギャップ

上記のような方策が、企業で実際に導入さ
れ得るかというとそこには大きなギャップが
ある。現在、日本企業で多く見られる生成
AI導入の進め方には、図 9 のような課題が
指摘される。具体的には、AI活用案件はと

2	 論理的に導かれる方策案を支える
	 業務プロセス、意思決定、組織、
	 人材構成など

2040年頃の企業の姿、業務プロセス、組織
構造などの予測は極めて困難だが、生成AI
による雇用へのインパクト予測や汎用目的技
術としての生成AIの特性を踏まえると表 4
のような姿が想定し得る。

業務プロセスでは、購買・生産など各工程
を担当するAIエージェント同士がリアルタ
イムで業務システムの情報を共有・分析して
いることを前提に、人間と生成AIの協業が
一般化するだろう。現場社員でもAIエージ
ェントから必要なデータ・知見を瞬時に引き
出せるため、意思決定では現場への権限委譲
が進む。結果的に組織はフラット化する可能
性が高い。

組織の形が変わっても、部下（人間および
生成AI）の能力開発や人間と生成AIの協業
の設計・推進を行うコーチ役は必要であり、
管理職の役割がこの方向にシフトするかもし
れない。タスク・トランスフォーメーション

図8　日本の構造的課題解決に向けての論理的な方策案

経済成長

AI・ロボット
導入投資

AI・ロボット
導入の推進

AI・ロボット
導入の推進

人材移行の
促進

人材移行の
促進

AI・ロボット導入による
生産性向上

労働力に余剰が発生する
産業・職種

労働力が不足する
産業・職種

AI・ロボットなどの
活用を担う人材
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組織内で生成AI活用がスケールせず、大き
な流れが形成されないといった課題が積み重
なっている。

このような課題が解消されないままでは、
前節で描いたようなAIを組み込んだ業務プ
ロセス、意思決定スタイル、組織構造、人材
構成などに関する将来像の実現はおろか、検
討すらおぼつかないであろう。

りあえずPoCを行うものの、その先の本格展
開に至らないことが頻発している。個別の実
証が点の成果で終わり、面に横展開しない。
また、AIプロジェクトが各部門や外部ベン
ダーに任され、全社的なプラットフォーム戦
略や組織設計が後追いになる傾向がある。そ
の結果、統合されたデータ基盤やAI人材戦
略が欠落し、AI活用も部分最適にとどまる。

表4　日本の構造的課題解決に向けての合理的方策を支える業務プロセス、意思決定、組織など

2040年頃のあり方（例） 概要 要件（例）

業務プロセス ● 人間とAIエージェントが
協業して価値を創出

● 組織横断でシームレスに
つながる仕組み

「購買→生産→販売」といったプロセスでは、
AIが各工程のデータをリアルタイム分析して
ボトルネックを検出・調整することで、在庫
管理や需要予測、サプライヤー交渉なども自
動化・高度化され、全体として効率的場業務
運営が可能になる

複数のAIエージェントがやり取りしなが
ら最適経路を組み立てる動的プロセス
● 生成AIやAIエージェントが企業内のさ
まざまな業務フローを横断的に連携・
オーケストレーションし、動的に再編・
最適化する仕組みの導入

意思決定スタイル ● 経験や勘に頼って逐次上
申するプロセスから、全
社のデータとAI分析に基
づき現場で即断即決する
プロセス

社内各階層で、意思決定前にAIによるシミュ
レーションや要約の経由が標準化
現場社員はAIから必要な知見を瞬時に引き出
して判断に活かせるため、権限委譲が進み意
思決定のスピード・精度が向上

● 自社のナレッジデータを学習した生成
AIの導入

● 現場への権限移譲

組織構造 ● フラットでネットワーク
型の組織

意思決定者と現場作業者の階層的なピラミッ
ド構造から、各業務ごとにAIエージェントを
活用するタスクフォース型のチーム編成へ

● AIエージェントの活用
● 組織の階層的ピラミッド構造の解消

管理職の役割 ●「コントローラー」から
人 間 とAIの 部 下 へ の
「コーチ」へ

部下の能力開発やAIとの協業設計・推進に注
力し階層を補完

● 部下の能力開発
● AIとの協業設計・推進

人材構成 ● タスクトランスフォー
メーション

● 人材に求められるスキル
セットの変化

AIやロボットで代替できるタスクを見極め、
それらを人間から移管
単純な定型業務は生成AIが担い、人間の役割
はより創造的で高付加価値な仕事にシフト

AIを使いこなすリテラシー
● 適切な問いを立てる力
● AIのアウトプットを批判的に評価・リ
スク管理する力

● 既存職種（エンジニア、企画、オペレー
ションなど）のスキルセットがAI前提
化

新しい職種
● プロンプトエンジニア、データ＆AIリ
スク担当など

ガバナンス ● AI時代に適合したガバナ
ンス体制

AI利活用における倫理・リスク管理のガイド
ラインを整備し、透明性と説明責任を確保

● AI倫理委員会の設置
● 最高AI責任者（CAIO）設置
● AIモデル検証プロセスの社内標準化
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から「ビジネス変革エンジン」に格上げする
ことが求められる。この点について、PwC
の「生成AIに関する実態調査 2025春 5 カ国
比較」によれば、成果を上げている企業は生
成AIを「業界構造を変革する機会」と捉え
ていることが明確であり（表 5 ）、企業経営
者にとってもこれは注目に値することといえ
よう。

（2）政府の役割
政府としては、AI時代に即した制度設計

とセーフティネット構築が重要となる。政府
の役割は企業任せ・個人任せでは調整し切れ
ない大所高所からの施策を講じることで、民
間での取り組みを支え、民間企業が人材再配
置やAI投資に踏み切りやすい環境を整備す
ることとなるだろう。

Ⅳ	ギャップを埋めるための施策と
	 政策：企業と政府および
	 個人の役割

1	 企業と政府の役割
前章で述べたとおり、論理的な施策は明快

である一方、その実行には企業の意識改革・
戦略転換と政府の政策支援などの多様で複雑
な組み合わせが必要となるだろう。その際
に、企業経営者と政策担当者が「セイム・ボ
ート（同じ船）に乗っている」という認識の
共有が必要である。

（1）	 企業の役割：生成AIの役割の格上げと
	 生成AI時代の組織・人材戦略の構築

企業が自ら変革しなければ、労働供給制約
による事業拡大機会損失と国内市場停滞が自
社にとってのリスクとなり得ることを前提
に、生成AIの位置づけを「効率化ツール」

図9　日本の典型的な生成AI導入プロセス・パターン

● まずは個人レベルでのChatGPTなどの生成AIサービス試用
● 情報システム部門が「シャドウAI防止」などのために社内ルール・自社専用ChatBot整備

● 多くの企業がPoCから着手
● 手順：①目的と課題明確化、②対象業務選定、③データ整備とLLMなど選定、④プロトタ

イプ開発、⑤効果測定

● PoCから本番まで進むものは少なく、PoC止まり・PoC疲れ発生
● 部門ごとに独自のPoCを実施し、共通基盤形成・ノウハウ蓄積につながりにくい

● 成功企業：適切なユースケース設定と経営ビジョンとの整合
● 期待未達：データ品質と社員のAIリテラシー不足

①お試し利用フェーズ

②PoCフェーズ

③PoC疲れ

④共通課題

出所）出所）PwC「生成AIに関する実態調査2024 春」、相原秀哉「生成AIの社内展開ガイド：PoC（概念実証）から全社導入までのステッ
プと課題」を参考に作成

 https://www.pwc.com/jp/ja/knowledge/thoughtleadership/generative-ai-survey2024.html
 https://note.com/aiharahideya/n/n8ae91b007503
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（3）	 企業と政府の協調
生成AI時代の構造変化に対応するには、

前述したような政策と企業行動がかみ合う必
要があり、「セイム・ボート」マインドで政
府が掲げるAI・DX人材育成目標や産業構造
転換ロードマップも意識しながら、企業が自
社の事業や人材ポートフォリオを再設計する
といった動きが必要となろう。そして政府は
企業の挑戦を後押しし、チャレンジの結果と
しての失敗を許容できる制度も整備し、社会
全体の底上げを図ることが望ましい。また、
官民連携で成功事例の横展開（ベストプラク
ティス共有）や、地域間・業界間の協力も重
要になる。

この変革期には個々人のキャリア支援も忘
れてはならない。AI時代に求められるスキ
ルを個人が主体的に身につけられるよう、企
業内外でのキャリア形成支援を行い、政府も
リスキリング支援や職業紹介でバックアップ
することが必要である。これらを通じて図6 
の「再編と分配」でのマクロ政策とミクロ経
営の協奏により円滑化・加速化を目指した
い。

2	 個人の役割：
	 生成AI時代のキャリアパス

AIが一通りの事務的作業をこなす時代で
は、個人にはAIと差別化された人間固有の
力が求められ、また育成に時間をかけること
なく早期に戦力化が求められるため、自律的
なキャリア・パス設計が重要になる。

（1）	 2040年頃の前提：生成AIが当たり前
	 となった職場でのキャリア形成

この頃には、オフィスワーカーの多くの職
場で、以下が当たり前の光景となっているだ
ろう。

•	資料作成・議事録・調査・ドラフト作成
はAIが標準的に実行

•	社内業務システムは、自然言語でAIエ
ージェントが操作

•	部署や会社の壁を超えたプロジェクト・
人材マッチングもAIが自動推薦

つまり、単純な事務・調整・レポート作成
力では差別化ができず、「問題を定義できる

表5　期待を上回る効果を出している企業の生成AIの位置づけ

生成AIで期待を上回る効果を出している企業 一般的な取り組みの企業

目線の高さ 生成AIはビジネス変革エンジン
効果を上げている企業は生成AIを「業界構造を
変革する機会」として捉える比率が高い

生成AIは効率化ツール
「業務効率化」「身近な困りごとの解決」にとど
まりがちで、プロセス再設計や新規事業創出ま
で踏み込む企業は少ない

トップマネジメントの
関与と推進体制

効果を出している企業では以下が多い
● 経営トップ直属の推進体制（社長直轄・CEO
オフィス）

● CAIO／ Head of AI／ AI CoEの設置

● 情報システム部門や現場有志に委ねられ、
● 経営レベルのコミットメントやKPI連動が弱い
ことが多い

出所）PwC「生成AIに関する実態調査 2025春 5カ国比較」などより作成
 https://www.pwc.com/jp/ja/knowledge/thoughtleadership/generative-ai-survey2025.html
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ても高度な判断力を早期に養うことが可能と
なる。

②リバースメンタリング
AIやデジタル技術が急速に進化する中で、

若手はベテランに最新のデジタル感覚やトレ
ンドをインストールする役割を担う一方で、
ベテランにはこれまでは経験の中で学ぶもの
とされてきた、かつAIでは解決できない「社
内政治の動かし方」や「人間理解」という暗
黙知を若手に伝承することが求められるよう
になる。

③リーダーシップ
AIエージェントが横断的に社内業務シス

テムを操作して情報収集・分析できる時代で
は、情報の伝達や勤怠管理といったことは中
間管理職が行わなくても済んでしまう。組織
のリーダーに求められるのは、「AIには描け
ないビジョンを描くこと」「人間とAIの部下
をコーチすること」および、それらの前提と
して「人を引きつけ」「人や組織を動かす」
などのスキル・能力となっていく可能性があ
る。

（3）	 企業と政府に求められる
	 キャリアパス形成支援策

前項で述べたことが実現するのなら、それ
は「人間は生成AIと協働し、人間固有の力

（不確実性対応・リーダーシップ・創造性な
ど）を磨きながら、組織や社会としなやかに
つながる自律的キャリアを築く時代」と表現
できるだろう。そこでは、基本業務はAIと
ペアでこなし、差別化は「人間らしさ」で生
まれる、また、企業への依存は相対的に弱ま

こと・問いを立てられること」と「人と組織
を動かせることが」が人材としての価値の源
泉となっている可能性が高く、キャリア形成
における現在からの大きな転換が予想され
る。

（2）	 早期戦力化が求められるキャリアパス
生成AIが広範に普及した時代には、企業

は大量の新卒を一括ポテンシャル採用して社
内でじっくり育成するモデルから、才能ある
人材をスカウトして早期に戦力化してともに
成長するモデルへと移行する可能性がある。
新卒や若手に求められるのは、単純な事務処
理能力ではなく「AIに対してどのような問
いを立てられるか」「AIにはない異質な視
点」「AIが不得意な不確実性の高い状況で判
断できるか」といった資質となり、人材育成
の考え方も変化する可能性がある。

①AI活用による下積み経験の
	 短縮・高速育成
これまで、日本企業では新卒はある程度の

時間をかけてOJTで基礎を叩き込むことが通
例であったが、AIが一定の作業を十分にこ
なす状況では、新人でも早期にプロフェッシ
ョナルとして立ち上がることが求められるだ
ろう。

一方で、企業側には、社員が最短距離でプ
ロフェッショナルとなるための「加速装置」
としての機能を提供する役割が求められるよ
うになるかもしれない。たとえば、過去の膨
大なトラブル事例や顧客との商談データを
AIに学習させ、新入社員はバーチャル空間
で擬似的に「100回の失敗」を安全に経験さ
せれば、実務経験あるいは修羅場体験が浅く
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育制度を再検討することが必要かもしれな
い。

Ⅴ	終わりに

生成AIは、雇用や産業構造に大きな変革
をもたらすと同時に、日本が抱える低生産
性・低投資・人口減少といった構造的課題の
解決にもつながり得る。そのためには、AI
と人間の協業による生産性向上や新たな職
種・産業の創出を促進しつつ、企業・政府・
個人が一体となってスキル転換やキャリア支
援、制度設計を進めることが不可欠となる。
特に、企業は生成AIを単なる効率化ツール
ではなく、ビジネス変革のエンジンとして位
置づけ、組織や人材戦略を再構築する必要が
ある。また、政府はセーフティネットやリス
キリング支援を強化し、個人も生成AI時代
の新しい現実に対応することが求められる。

AI時代の恩恵を社会全体で享受するため
には、柔軟かつ戦略的な対応と、官民協調に
よる持続的な変革が重要となるだろう。
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